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１．はじめに 

国土交通省水管理・国土保全局が所管する全国の

水文水質データを誰もが閲覧・取得できる水文水質

データベース1)は広く一般に利用されているが、解

析のために一括して取得できるデータ量に大きな制

限があることと、水・物質循環解析アプリケーショ

ン・ソフトウェアとの連携がしにくい等の不便な点

があった。また、技術者が容易に水理・水文解析を

行い、十分な検討に基づく技術的判断ができるよう

にする等の目的で国総研が開発・運用するソフトウ

ェアであるCommonMPに、データベースとのインター

フェースを作成し、解析アプリケーションのユーザ

ビリティを向上させることは重要な課題であった。 

そこで、水文水質データベースから一括して水文

データを取得できる水文水質データ取得ツール3)

（図）を開発・公開したので、ここに報告する。 

 

図 水文水質データ取得ツールの画面イメージ 

 

２．水文水質データ取得ツールの概要 

 水文水質データベースには、クライアントPCから

の要求に応じてデータを供給することができる標準

インターフェース4)が整備されており、これに準拠

したアプリケーション・ソフトウェアは、自在にデ

ータを取得することができる。 

 CommonMPの水文水質データ取得ツールは、この標

準インターフェースに準拠して作成されており、ウ

ェブブラウザを用いる時よりも多数の観測所のかつ

長期間のデータを一括して取得でき（表）、解析を

行う場合に便利である。取得したデータは、そのま

まCommonMPのシミュレーションで用いることもでき

る。さらに、水文水質データベースには、リアルタ

イムデータも格納されており、このデータと

CommonMP Ver1.2の複数シミュレーション・プロジェ

クトの同時並行計算機能を用いると、リアルタイム

洪水予測システムを作成することも可能である5)。 

 

表 一括して取得できるデータ量の比較 

 水文水質データ 

取得ツール 
ウェブブラウザ 

期間 
観測

所数 
期間 

観測

所数 

ﾘｱﾙﾀｲﾑﾃﾞｰﾀ － 50 － 1 

過

去 

10分ﾃﾞｰﾀ 7日間 50 7日間 1 

時間ﾃﾞｰﾀ 1年間 50 31日間 1 

日ﾃﾞｰﾀ 10年間 50 1年間 1 

年統計ﾃﾞｰﾀ 全期間 50 全期間 1 

 

３．今後の展開 

水文水質データ取得ツールの開発により水文水質

データをソフトウェアに橋渡しさせる機能が加わっ

た。今後は、これを活用したソフトウェアを充実さ

せ、河川事業等の実務への活用を推進させることと

している。 
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１．概要 

 道路管理用情報共有プラットフォーム（以下、道

路管理PF）の開発は、国総研において開発された空

間情報連携共通プラットフォーム（以下、空間PF）

へ道路管理に必要な機能を追加し、異なる道路管理

者間の情報共有を実現するものである。 

 

図―１；空間情報PFの構成 

 

２．道路管理における位置表現への対応 

 空間PFは、電子地図上に管理者の異なる様々な情

報の概要（メタデータ）を重ねあわせて表示するも

のであり、国土地理院が提供する「電子国土WEBシス

テム」を用いている。しかし、空間PFは、既存技術

を集約して社会資本管理に用いられるかを検証した

もので、位置表現は経緯度のみであったため、道路

管理で用いるデジタル道路地図（以下DRM）フォーマ

ットやVICSフォーマット等は扱えなかった。道路管

理PFでは、この点を改善している (図－２) 。 

 

図―２；位置参照情報変換機能 

 

３．道路管理に有用な機能の開発 

 この他、道路管理PFでは、データの入力や利用等

の作業効率化を想定し、地図上の２点間の経路を経

緯度を用いた線として表す「2点間経路抽出機能」、

登録された交通規制情報等を利用して通行可能な経

路を抽出する「通行可能経路推定機能（図－３）」

等を追加している。 

 

図―３；通行可能経路推定機能 

 

４．道路管理PFを利用した情報集約 

道路管理PFの開発においては、基本機能の拡充に

加え、メタデータの共有機能を用いた災害情報の集

約にも取り組んでいる。 

道路管理PFで異なる道路管理者の情報を集約させ、

外部アプリケーションで個別の報告作業や様式作成、

履歴管理等の機能を実装する事により、業務アプリ

ケーションの効率的な開発と、情報の横断的利用を

実現させる事が可能になると考えられる。 

 

５．まとめ 

道路管理PFは平成２５年度当初から試験運用を開

始し、当面は災害情報の集約での評価を行い実運用

上の課題に対する効果を検証する。 

国総研では道路管理PFを利用した情報共有につい

て、地方整備局などの道路管理者への技術支援など

を元に今後の機能改良へのニーズを把握する。 
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